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本論文は発展途上国の経済開発に伴う「社会開発」とりわけ非経済的な開発要件について
の研究を進めてきた。「社会」は人間の集団であるという前提があるにも拘らず、その集団の
関わりや活性化を測る上で何が適切かということは、これまでも問われてきた課題である。
これらの問いへの１つのアプローチは、政策や住民組織の存在などの社会環境が個人や集
団の能力をどのように強めるか弱めるかについて調査するアプローチである。佐藤憲とアマ
ルティア・センが指摘しているように、当事者の経験や当事者の合理的な選択能力へのフォ
ーカス、そして外部者との関係を研究考察へ取り組んだ。  
本研究は、とりわけアマルティア・センの「ケイパビリティ論」及びヒューマンセキュリティア
プローチを活かした研究である。人間・共同体・国家の福祉を構成している経済的な要素の
みならず非経済的な要素にも目を向けた。つまり財の量だけではなく、財が持つ「機能」に変
換する方法とこれを利用する集団の潜在能力を測ることを可能にする調査を設計して、実施
した研究である 
研究対象地のラオス国境沿いタイ東北部農村部は 2014 年時点で全国の中で貧困率が最
も高く、降雨量が不安定で農業生産に制約がある地域である。以前より男女問わずに乾季
の出稼ぎが常態化していた地域であったにも関わらず出稼ぎ先での所得でも家庭や地域の
貧困撲滅を導くことのできなかった地域であった。1980 年代後半から国政府や地域行政が
奨励していた持続的農業は生計を満たす１つの選択肢になったらしいのであろう。こうしたも
う１つの選択肢はどの根拠で採択したか・しなかったか、そして農家には、生計のみならず、
農村共同体のどの非経済的な能力や選択肢(機会)を拡大したかという問いを本研究では立
てた。    
1990年代からタイの地方で奨励されてきた持続的農業が別の選択肢になるのではないか
という問いを本研究では立てた。タイ東北部コンケン県 3村で 2004年から 2011年まで 7年
間に渡り、11回の現地調査を行った。この研究の目的にも結果にも用いた方法は、持続的な
農業を現行にした「近代農業」との間のコスト（負担）の違いや農家が与えられた新たな知見
についての調査及び採択した農家にみられた（経済的も非経済的も）様々な理由と、その促
進条件の定性調査であった。取得したデータから導き出した 3 つの主な促進条件が研究主
体となった。この 3 つは、村落の既存の住民組織、外部からの情報源泉になる組織、（地域
行政・民間・非営利組織）、そして村落の住民組織の間の協力ネットワークや組織の数の増
加であった。さらに、村人の出稼ぎを困難してきた高齢化が進行し、その状況への１つの対
策として、「村に居続けること」、村内の就業機会を増やすための持続的農業の潜在的な役
割や意義、つまり、その普及の促進要因と阻害要因を検討した。 
具体的な対象地域の小規模農家が抱える不確実性と脆弱性の問題を取り上げ、とりわけ
農村環境の劣化、近代農業がもたらす健康問題、所得の不十分さ、そして出稼ぎを不可能に
している高齢化についての研究背景を説明した。これらへの 1つの対策であったタイ政府の
持続的農業政策を巡って、本論文の対象地の持続的農業の開発プロジェクト及び「複合農
業」の採択要件を検討した。 つまり、この所得のもう一つの選択肢ならびに非経済的な機会
を供給する目的に、上述の開発プロジェクトがどの程度の有効性や意義(広範な応用性)を有
しているかについて検討した。ここに、発展途上地域にも住民の選択方法や生活の送り方に
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は合理性があるという、上記のアマルティア・センのヒューマンセキュリティ論にもあった議
論を対象地の小規模農家の新構想(持続農業)の選択方法に当てはめて、仮説や本研究調
査に適応したことを説明した。 
調査目的、対象、時期、そして手法については、タイ東北部コンケン県の 3 つの異なる環
境状態及び開発状態(インフラ整備の状態、市場へのアクセスなど)にあった農村で 7年間に
わたり（2004年～2011年）、11回の現地調査を行い、計 129世帯に聞き取り調査を行った。
具体的に対象世帯の家族構成、家計、農業経営、持続的農業の実施有無と農法転換の理
由・経緯、そして住民組織、個人や世帯の親族・社会関係、組織間の関係性の生じ方やあり
方についての調査を説明した。 
上述の 3 ヶ所の事例からの人口統計データ、定性データや迅速農村調査法（RRA）を現場
では用いて、村落の世帯、所得、職業、そして村落組織の発生地点（政府、民間、非営利組
織）との関係性及び住民や世帯との絡み合いをRRA図表で示した。さらに、持続的農業の実
施有無と農法導入の理由と経緯、住民組織化、市場との関わりなど、当事者である農家にお
いて所得向上のみに限らない社会的要因を特定した。このように長期間の調査から組織間
関係やその増加や変化を見せる製図を作成して分析した。さらに、これらの要因はより広範
な持続的農業の促進要因・普及要因であると考えられる。事例とした各村落の有形資源と無
形資源について、持続的農業開発の着手以前と以後を時系列で比較した資源フロー図を作
成した。これらの図では、持続的農業の選択に伴う費用に対して、住民組織が「費用削減機
能」 としての役割を持っていることが明らかになった。 
上述のデータ分析から引き出せる考察点は、農家にとって、就業機会の増大、家計収支
の改善、そして世帯単位の食糧安全保障のといった重要な 3 つの点であった。定性調査で
把握した農家の採択決定要因は、同様の状況にある地域でも決定要因になる可能性がある
ことを示している。なかには所得上昇のみならず、社会開発へと寄与している要因もあり、社
会開発としての役割についても考察することを可能にした。なお、持続的農業の促進要因と
阻害要因の事例でその阻害要因についても、どのように除去するのかについての考察を可
能にした。  
オリジナルな結論としては、1）持続的農業開発は、発展途上地域の小規模農家が抱えて
いる就業機会の増大、家計収支の改善、世帯単位の食糧安全保障という問題に対して、共
同体レベルでの住民組織及び外部支援組織の存在と農家に対しての効用が最も決定的な
要因であった。こうした社会的な「資源」は、経済開発に大いに役に立つ可能性を有している
と考えられる、2）持続的農業の定着につながる条件として、今後、農家にとってのインセンテ
ィブと障害を(事前で開始以後でも)明らかにし、阻害を軽減させる内外部組織の存在、協力
の強度、そして個人単位でも世帯単位でも農家の背負う負担への支援提供が重要である。 
  本論文は、経済的にも非経済的にも悪影響を受けている代表的な発展途上地域の罹災
地で数回、経済的な要素と非経済的な要素を詳細まで行った綿密な調査に基づいている研
究論文である。細かいデータの分析の指標をまとめるにあたり、RRA 図及び非経済的な資
源を含む資源フロー図を表示して、持続農業プロジェクトの採択理由に相関させて説明し
た。 本論文のオリジナリティは、新家庭経済学のフォーカスに、ヒューマンセキュリティ論、
そして社会開発の中の農村開発論の 3つの分野が指摘している要因を 129世帯で調査し分
析して新開発事業の採択の決定要因を示した学際的な研究である点にもとめられる。発展
途上地域の潜在能力を発揮できる機会の中に社会環境、つまり住民組織と外部組織のネッ
トワーク、協力程度、そして住民へ提供している非経済的な支援を計ることに成功して、こう
した要因の重要性や広範な意義を明らかにした。全体的な開発論へも事例の調査やデータ
分析方法へも貢献した。以上のことから、上原幸花氏は慶應義塾大学の博士（学術）の学位
の取得に適う資格があると認める。   
 
